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親子上場の今日的課題と実務対応 
～親子上場の論点をどう評価し、企業としてどう対応するべきか～ 
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販売期間 ２０２４年 12 月 31 日（火）まで  
（２０２4 年 7 月 17 日（水）収録：約 3 時間弱） 

      
■このセミナーは収録したセミナーを動画配信でご視聴いただけます。視聴期間は 2 週間です。 
■参加費をお振込みいただいた後に、視聴ページ URL とログイン情報をメールでお送りします。  

 

親子関係にある上場会社やその他の関係会社／関連会社の関係にある上場会社は数多く存在

するものの、親会社やその他の関係会社にあたる大株主と一般株主との利益相反関係について投

資家等から批判がなされるなど、様々な議論なされており、東京証券取引所の「従属上場会社に

おける少数株主保護の在り方等に関する研究会」も、2023 年 12 月 26 日に「少数株主保護及び

グループ経営に関する情報開示の充実」と題する議論の取りまとめ結果を公表するなど注目が集

まっている。また、親子上場等については、各上場会社の事業ポートフォリオに関する戦略の議

論の深化や、アクティビストからの圧力の強まりも相俟って、その関係解消を行う上場会社も増

えている一方で、新たに親子上場等の関係を構築する会社もあり、実務的にも活発な動きが見ら

れる。  

本セミナーでは、上記のような親子上場等の関係に係る論点について概説した上で、開示に関

する制度の状況やアクティビストからの圧力、これを受けた上場会社の対応実務について解説を

行う。  
 

1．親子上場等の関係とガバナンス上の論点 
(1) 日本における親子上場等の状況・海外との比較  

(2) 親子上場等の是非に関する議論  

(3) 親子上場等と利益相反  

2．親子上場等の関係と開示制度 
(1) 開示制度の概要  

(2) 少数株主保護及びグループ経営に関する情報開示の充実（東証）  

(3) 有価証券報告書における「重要な契約」としての開示（金商法）  

3．親子上場の解消とその具体的方法 
(1) 完全子会社化（100％親子関係の構築）  

(2) 子会社売却  

(3) その他の M&A 

(4) 具体的方法論とメリット・デメリット  

4．その他 
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大学ロースクール卒業 (LL.M.)、2014 年-2015 年 ニューヨークの Shearman & Sterling LLP へ出向。2015 年 ニューヨー
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<主要著作>「敵対的買収への企業対応の最新動向  第１回 近時の敵対的買収の動向」ビジネス法務 2021 年 1 月号（共著、

中央経済社、 2020）、「上場企業法制における企業の中期的利益とショートターミズムとの調整〔上〕〔下〕」旬刊商事法務

2097 号、2098 号（共著、商事法務、2016）、『金商法大系Ⅰ - 公開買付け(1)』(商事法務、2011)、『金商法大系Ⅰ  - 公開

買付け(2)』(商事法務、2012)ほか著作論文多数。  
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２０２４年１２月３１日（火）まで  

※収録日：２０２４年７月１７日（水）【約３時間弱】 

 

視聴ページのログイン ID を発行後、２週間ご視聴が可能です。 

資料は、ログイン後に視聴ページからダウンロードしてご利用いただけます。 

（資料の無断複製はご遠慮ください）  

   
３５,８００円（消費税を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいただいた場合、お２人目から１名に
つき３０,０００円。追加申込みの場合はその旨ご記入下さい。  
 
 
 
金融財務研究会    

ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2030  FAX 03-5695-8005 
 
 
上記ホームページの申込欄からお申し込み下さい。参加申込書を FAX 又は郵送い
ただいてのお申し込みも承ります。請求書をお送りいたしますので、下記口座にお
振込ください。クレジットカードもご利用いただけます。  

ご入金確認次第、視聴用 URL とログイン ID、パスワードをメールでお送りいた
します。（但し経理の都合等で間に合わない場合は、ご連絡いただければお待ちい
たします。）  

 

ご記入いただきました個人情報はセミナーの開催のために使用させていただきますが、漏洩などがな

いよう最善の予防、是正に努めます。詳しくは弊社ホームページをご覧ください。  

 

普通預金 口座名  (株)金融財務研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 本   店  1642356 三井住友銀行  本店営業部  7397637 

三菱UFJ信託銀行 本   店  2818151 みずほ銀行  東京営業部  1427715 

三井住友信託銀行 本店営業部 2993982 りそな銀行  東京営業部  1693669 
 
◇クレジットカードは Visa、Mastercard、American Express、 JCB、Diners Club、

Discover がご利用いただけます。 

 
切らずにこのままお送り下さい  
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２０２４年    月    日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

弊社からのお知らせ、メルマガ

の送信を 

□受信する □受信しない 
 

講師へのメールアドレス開示に  

□同意する □同意しない 
 

クレジットカードをご利用の場

合は下記に✓を入れて下さい。  

□クレジットカード利用 
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